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内容梗概

本論文 は,テ レビ中継の高画質化や高信頼化 に関す る研究成果を取 り纏めたものである.

デ ィジタル映像符号化の国際標準MPEG-2の 確立 によ り,テ レビ中継伝送のデ ィジタル化が急速 に普遍

化 して きた.と 同時 に,映 像 中継の機会 も増大,伝 送 の多チャンネル化が進展 し,特 にテレビ放送におい

て国際中継映像が ご く普通 に見 られるようになってきた.

それに伴 い,従 来,国 際 アナログ衛星伝送 の ように,あ る程度の伝 送劣化 はやむな しとされていた時

代は終焉 を迎 え,国 際 中継 であって も高画質,高 信頼 が当然の もの として要求される ようになった.国 際

中継の画質 を トータルで決 める要因 としては,圧 縮符号化のみな らず,テ レビ方式の変換 がそれ以上 に大

き く影響 を及ぼす.ま た,伝 送の信頼性 の要因 としては,回 線障害時 の予備系への切替 タイ ミング(完 全

冗長2重 化構成 をとってい ることが多い)や,正 確 な伝送画質監視等の,運 用制御 が大 きくかかわって く

る.

す なわち,デ ィジタルテ レビ伝送の研究 開発対象 としては,現 世代の圧縮符号化方式は,MPEG-2に よ

り一段 落つ き,い まはその他 の要因 も含めた トー タルでの伝送 品質の向上,管 理 を目指す時代 に入ってい

るといえる.

その一方で,そ のMPEG-2の 要素となっている各技術は,一 世代前の枯れた技術ということができる.

そこで,次 世代 において予想される更なる高能率圧縮符号化への要求に答えるためには,基 本 となる方式

を研究開発してお くことが重要となる.

本論文に示す一連の研究は,こ れに基づき行われた.以 下が,そ の具体的目的と成果である.

まず,国 際テレビ中継伝送路のディジタル高品質化により一層 目立つようになってきた,テ レビ方式変

換 による劣化の改善である.特 にフレーム数変換の伴 うヨーロッパ(625/50)と 日米(525/60)間 で

の方式変換では,画 像の動 きを正確に推定 し,動 き補正フレーム内挿 を行う必要がある.本 研究では,こ

の動き推定の誤 りを大幅に軽減することに成功 した.こ れにより変換画質が大きく改善され,国 際間のテ

レビ中継伝送及び番組交換の高品質化が達成できた.

次の目的は,完 全冗長2重 化テレビ回線の高能率化 と無瞬断化である.高 能率化とは,通 常時には無駄

となっている予備系の伝送路 も有効活用 し,高 画質化に貢献することである.ま た無瞬断化とは,従 来,

障害発生時に人手で行われていた予備系への切替を,画 像処理により自動化 し,一 瞬でも障害映像が受信

局へ伝送されないようにすることである.本 研究では,高 能率無瞬断映像伝送システムの開発により,2

重化テレビ伝送回線の使用効率の向上 とともに,切 替時の無瞬断化を世界で初めて実用化 し,高 信頼化に

大きく貢献 した.特 に既存の伝送装置構成を変えずにこれを実現することができたため,低 コス ト化に大

きく役立った.

第3の 目的は,デ ィジタル伝送映像の遠隔監視のための基本方式を確立 し,運 用の高度化,高 信頼化へ

とつなげることである.デ ィジタル伝送においては,ア ナログ時代に確立されていた既存方式が使用でき

ず,新 たな方式 を考案する必要がある.本 研究では,伝 送映像品質の遠隔自動監視につながる画期的原理

として,ス ペクトル拡散と直交変換係数抽出に基づく高精度遠隔PSNR推 定方式を考案,開 発 した.

さらに,次 世代映像伝送を視野に入れた研究 目的 として,す でに確立 した現世代のMPEGに 代表され

るブロックベース符号化 に対 し,さ らなる高能率画像圧縮伝送のための基本方式を開発することがある.

ここでは特に領域分割符号化に着目し,領 域分割を,レ ー ト歪みの観点から最適化する方式 を考案した.

従来領域分割符号化では絵柄 により符号化効率の低下する点が問題であった.し か し,本 方式により,絵

柄 によらず,現 世代のブロックベース符号化方式 よりも効率の良い次世代方式の基礎を確立することが出

来た.こ の新符号化方式 と上記3研 究成果 を組み合わせれば,な お一層の高能率 ・高信頼度 ・高画質映像

伝送が可能となるといえる.

本研究成果が,今 後の国際テレビ中継の更なる普遍化 と,そ れによる世界の人々の相互理解進展への一

助 となれば幸いである.
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第1章

序論

1.1 本研 究 の背景

テ レビジ ョン中継,特 に国際間のそれは,1963年 にケネデ ィ大統領暗殺の速報 によ り幕 を開

け,続 く1964年 の東京オ リンピックの外 国向 け中継伝送な ど,以 来,長 足 の進歩 を遂 げて き

た.

回線数 も当初 は1桁 程度であ り,放 送事業者 か らの申 し込みのたびに回線設定が行 われてい

た.し か しその後,需 要は増大 し,1984年 からは24時 間伝送の専用線サ ー ビスも行 われてい

る.

中継手段 としては,当 初はアナログFM方 式 による衛星中継であ り,周 回衛星のため中継可能

時間帯 も限 られていた.後 に静止衛星が利用可能 とな り中継時間数は増大 したが,衛 星 トランス

ポンダの帯域制限 に起因するスミア(画 面上の垂直エ ッジの横方向へのボケ)な どの画質劣化 が

発生 しがちであった.

この ように国際 テ レビ中継で は衛星 中継(主 にイ ンテルサ ッ ト衛星経 由)が メインであった

が,90年 代 に入 り,光 海底 ケーブルが主役 の座 に踊 り出ることになる.

光 海底 ケーブルの伝送 では,SDH(Synchronous Digital Hierarchy)な どのディジタル方式

が特 に長距離伝 送 では適 してい る.従 って アナロ グテ レビ信 号 を光伝送 しよ うとす る といず

れ にせ よA/D,D/A変 換 を行 わなけれ ばな らない.こ の際,単 にPCM伝 送 とする と100～

1000Mbpsの オーダの容量 を消費す ることになるため,伝 送路使用効率の観点か ら,圧 縮は必須

であった.

そこで活躍 したのがテ レビ信号のディジタル圧縮符号化技術であ った.こ れによ り,放 送事業

者向けの高品質を要求 される伝送であ って も,SDTVで15Mbps,HDTVで30Mbps程 度 まで

圧縮可能 となった.更 に,WDM(Wavelength Division Multiplexing)な どによる光ケーブル伝

送容量の飛躍的向上により,光 海底ケーブルによるテレビ伝送回線数 は急増 した.衛 星経 由の回

線 も,QPSKな どのディジタル変調方式の採用 に より,デ ィジタル圧縮信号 を伝送するように

な り,ト ランスポ ンダの帯域節約が なされる ようになった.更 にマイクロ波 を用いた国内中継伝

送路 も,デ ィジタル化することにより,高 品質電話回線 とテレビ回線 を共存 させ運用 の柔軟化が

可能 となった.

この よ うな流 れの 中,テ レ ビの デ ィジ タル中 継伝送 用 圧縮 符号 化 方 式 と して,MPEG-

2(H.262)が 国際勧告化[1]さ れた.し か し,当 初 は,メ ーカ間の符号化器/復 号器間での互換性

の問題 す なわち,あ るメーカの符号化器 よ り出 されたTS信 号(Transport Stream.MPEG-2

の圧縮 ビッ トス トリーム)を 別 のメーカの復号器で復号す ると,ノ イズが出た り,映 像は出て も

音声が出なかった りするなどの問題があった.



ワール ドカップサ ッカーやオリンピックなどのイベ ン トの国際中継時には,送 信側の国の通信

会社が インテルサ ット衛星 などにテ レビ信号 を打 ち上げ,そ れを他の国々で同時 に受信するとい

う形態が多い.そ こで,異 なるメーカ間での符号化器/復 号器の互換性 が充分 に取れていなかっ

た当初は,そ うした問題の無いアナログ伝送が引 き続 き利用 されていた.

しか しこの問題 も徐 々に改善 され,多 くの メーカ間でMPEG-2装 置 の互換性が取れ るように

な り,世 界のテ レビ中継伝送のデ ィジタル化 は急速に普遍化 した.ま た,そ の他 の中継機材(カ

メラ,VTR,可 搬型 ア ンテナなど)の 小型化 も進み,容 易に現場か らのテ レビ中継が可能 となっ

た結果,テ レビ伝送の多 チャンネル化が進展,特 にテレビ放送の中で国際 中継映像が ご く普通 に

見 られ るようになってきた.

この国際 中継の普遍化 に伴い,画 質への要求 も国内伝送 と同様,高 くなって きた.実 際,伝 送

のデジタル化 に伴い,前 述の ようなアナログ衛星中継特有 の画質劣化が無 くな り,高 画質伝送が

可能 となった.し か しなが ら国際伝送では,国 内伝送 に比べ る と,次 の ような要因が新たに伝送

品質に関係 して くる.

(1)テ レビ方式変換.デ ィジ タル化が進んだ とはい え,ヨ ーロッパ方式(625/50)と 日米方式

(525/60)に 代表 される1秒 間のフレーム数の違 いは,既 存の番組資産の活用 とい う点 から

も,少 な くとも当面の間は残存す る.こ れ らの相互変換はすなわち,絵 の無 い ところに絵 を

作 るとい う技術 であ り,圧 縮符号化劣化に比べ るとはるかに大 きな画質劣化が発生 しうる.

実際,現 在では,ヨ ー ロッパ などか らのデ ィジ タル伝送における定常 的な画質劣化の主要因

は,こ の方式変換であると言える.

(2)長 大 な伝送路の信頼性.大 洋に沈む光海底ケーブルは,国 内伝送路 に比べ ると,は るかに

長距離 となる.例 えば太平洋光海底ケーブルで約1万 キロであるが,国 内の東京大阪間では

わずか500キ ロである.更 に海底 に沈んでいるという点 で保守条件が厳 しく,漁 船の網に

かか るな ど国内回線 に比べ切断の危険がはるかに大 きい.ま た,障 害発生個所の特定及び補

修 にも時間がかかる.そ こで,通 常は伝送路 を2系 統用意する完全冗長2重 化構成 が とられ

ることが多いが,現 用系障害時に予備系へ切 り替 える間の伝送断時 間を如何 に短 くするかが

サー ビス品質上 たいへん重要となる.ま た言 うまで も無 く,完 全冗長2重 化では通常,予 備

系が全 く無駄 になっている とい う使用効率低下の問題 もある.

(3)複 数 の通信会社 を介することによる運用性.国 際中継では,複 数の通信会社の回線を経 由

す ることが普通 である.ヨ ーロッパか ら日本への中継の一例では,ま ず現地の通信会社が映

像 を圧縮,米 国へ 向けて送信する.米 国内では また別の通信会社が これを受信 し,圧 縮 ビッ

トス トリームのまま伝送す る場合 もあれば,い ったん復号 し米国内伝送路 を通 した後,再 圧

縮送信 する場合 もある.そ れ を日本の通信会社 が受 けて,太 平洋 を越 えて 日本へ と伝送す

る.従 って受信側 の 日本の通信会社の立場 からは,他 通信会社の内部が見 えないため,仮 に

受信 映像 に破綻が発生 していた として も,障 害発生個所 とその原 因を特定するのが非常 に困

難である.そ こで重要 となるのは,正 確 な遠隔画質監視技術 の確立 となるら

すなわち,研 究開発の対象 としては,圧 縮符号化方式 はMPEG-2な どに より現世代 の もの と

しては一段 落つ き,い まはその他 も含めた トー タルでの伝送品質の向上,管 理 を目指す時代 に

入ってい るといえる.

一方 で
,そ のMPEG-2で 要素 となっている各技術 は,ブ ロックごとのDCT変 換,動 き補償

予測など,20年 前 にはすで に考案 されてお り,一 世代前の枯れた技術 とい うことがで きる(だ か

らこそ標準化が成功 した とも言われ る[2]).次 世代 においては,光 ケーブル大容量回線 を介 した

SDTVやHDTVの 非圧縮伝送化の一方で,無 線 アクセス を介 した尚一層の高 能率画像圧縮方式

や,デ ィジタルシネマをは じめ とする超高解像度画像伝送のための圧縮方式が必要 とされること



が予想 される.ま た,信 頼性確保のための伝送 の冗長化では,2重 化 のみ ならず3重 化が求め ら

れる場合 もあ り,こ のためには画質を確保 しつつ更なる高圧縮 を実現す る必要がある.こ れ らの

要求 に答 えるため には,次 世代符号化のための基本方式の研究開発が必須 である.

1.2 本研究の目的と論文の構成

そ こで本論文 に示す一連の研究の目的は,テ レビ中継における,伝 送路のみ ならず トータルで

の高画質化,高 信頼化,運 用の高度化,及 び次世代 の高 能率画像符号化方式 の検討 とした.以

下,具 体 的に,論 文の章構成に沿って述べ る.図1.1の 国際テ レビ中継の模式 図内 に,研 究対象

を章番号 に対応 させ て示 した.

図1.1:国 際テ レビ中継の各要素 と研究対象の章番号 の対応

まず,第2章 において,デ ィジタルテ レビ伝送での技術 的要請 と本研究 の対象 について より詳

細 に説明する.

そ して,第3章 では,テ レビ方式変換に関 して,特 にフレーム数変換 の高画質化のための動 き

推定方式の改善 を行 う.現 在,世 界 のテ レビ方式 におけるフ レーム周波 数 としては,日 米 など

の30Hzと ヨーロッパ などの25Hzが ある.従 って時間軸上の フィール ド位置 は,日 米方式 の5

フィール ド(ヨ ー ロッパ方式 の6フ ィール ド)に 一 回だけ一致 するだけで,他 の場合 は互い に

フィール ドの時間的位置がずれていることになる.そ のため,方 式変換のためには画像の中の動

きを正確 に検 出 し,そ れに基づ き動 き補正フ ィール ド内挿 を行 う必要がある.こ の点 について,

従来 は次 のいずれかであった.

(1) 動 き補正 をまった く行わない.こ の場合,変 換元の前後2枚 のフィール ドを,内 挿位置の

比率 に応 じて加重加算する ことで,内 挿 フィール ドを生成する.静 止 に近い画像ではそれで

問題 ないが,特 にカメラのパ ンの場合に,ジ ャダーと呼ばれる動 きの ぎこちな さの劣化が生

じる.

(2) 動 き補正は行 うが,動 き推定精度が低 く,劣 化が大 きい.特 にスポーツ中継 においてカメ

ラが小 さなボールを追 う場合など,背 景の動 きと前景(ボ ール)の 動 きが混在 し,誤 推定の

結果,小 さなボールが背景 に引 きず られ るような,視 覚上大 きな劣化が生 じることがある.

カメラが追尾す る物体 については,前 項の ように動 き補正無 しの方が よ り適当に変換で きる

ため,こ の誤推定は動 き補正 を適用する副作用 として大 きな問題 となる.



変換画質劣化 を解消する動 き補正 フレーム内挿 を行 うために,従 来 よ りはるかに高精度 な動 き推

定 を実現することが本研究のひ とつの目的であ り,第3章 に述べ るように,そ の方式 を実現する

ことがで きた.こ の章では,そ の装置化 について も説 明する.

次 に第4章 と第5章 では,高 信頼化のため完全冗長2重 化伝送 され るテ レビ中継回線 を,無 瞬

断化,更 には高能率化するシステムを提案する.従 来,2重 化系 の受信側では,人 間による映像

監視が行 われ,万 一障害が発生 した場合には,速 やか に予備系への切替が行 われる.し か しなが

ら切替完了 までの間は,乱 れた信号が伝送 されざるを得ない.更 に,切 替 を圧縮復号器の前で行

う場合,2系 統 の伝送路遅延差 とMPEG-2の フ レーム間予測構造 のため に,切 替完了後 も,I

ピクチ ャが来 るまでの最大0.5秒 程度は,乱 れた復号映像が出て しまう.ま たATMセ ル上での

無 中断切替方式 はすで に提 案 されてい る[3]が,こ れは圧縮復号器 の障害 に対応不可能であるだ

けでな く,衛 星系 と光ケーブル系な ど異 なる伝送 システムを用いて組 まれた2重 化系への対応 が

実際上 困難である.ま たすでにMPEG-2コ ーデックな どが広 く普及 ・使用 されてお り,低 コス

ト化のためにはこのような既存の伝送装置構成 をなるべ く変 えた くない とい う要求条件がある.

そこで筆者 らは,圧 縮符号化/復 号装置 まで含 んだ2重 化系に対応可能で伝送システムに依存 し

ない無瞬断化方式の実現のため,受 信 したベースバ ン ド映像か ら直接,画 像処理 により,自 動障

害検 出,切 替 を行 うシステムを考案 した.更 に,筆 者 らは,こ の システムに,完 全冗長2重 化回

線の伝送効率 を向上 させ る高能率化機能 を持たせた.す なわち,完 全冗長2重 化回線 において,

予備系統は,通 常時(大 部分の時間を占める)に は全 く無駄 になっている.そ こで,2系 統の圧

縮符号化 ノイズの差異を利用 し,正 常時 には現用系 と予備系の受信映像を平均化 しSN比 を向上

させることを提案する.ま た,こ の符号化 ノイズの差異 を利用すれば,復 号 画像のSN比 を現画

像無 しで推定可能 であるこ とも示す.ま ず第4章 で これ ら高能率化 とSN比 推定の方法(フ ラッ

トマルチ スケーラブル方式)を 説明 した後,第5章 にて障害検 出 も加 えた実 システム(高 能率無

瞬断映像伝送 システム)開 発について述べ る.

第6章 では,デ ィジ タル伝送映像画質の遠隔監視 の ための基本 となる方式 を提 案す る.従 来

は,人 手 による受信映像 の監視が中心であったが,中 継チャンネル数の増大 のため,全 回線 を人

手 により常 にチェック しつづけるとい うことが運用 コス ト上困難になってきた.そ の一方で,伝

送の高信頼化 要求はます ます高 まっている.こ れに答えるためには,障 害発生個所の迅速 な把握

や,障 害発生 自体をす ぐに検知で きるような自動遠隔画質監視 システムを実現する必要がある.

従来のアナログ伝送 では,VITS(Vertical Interval Test Signal)の 使 用による 自動監視 の枠組 み

があった.こ れは,ア ナログテレビ信号 の垂直 ブランキ ング期間内にテス ト信号 を埋 め込み,各

受信地ではその劣化度合いで伝送状態 を知 るとい うものである.し か し,デ ィジタル伝送ではこ

の方法は使用 することが出来ない.そ れは,デ ィジ タル圧縮では画像の有効画面部 とブランキン

グ部 とで処理が異なるため,ブ ランキ ング部の状態が必ず しも有効画面部の状態 をそのまま表す

わけではないか らである.そ こでディジタル圧縮伝送の画質監視では,有 効画面部その ものを監

視する必要がある.こ こでデ ィジタル伝送の場合,伝 送装置の アラームを遠隔監視す るだけで充

分ではないか とも思われ るが,下 記 の ようなケースが あるため,そ れでは実 は不十分である.

す なわち,前 述の ように他通信会社 が伝送 に関係す る場合,そ の内部での障害 を知 るこ とが出

来ず,得 られるのは映像信号 その もののみであるらまた,伝 送装置 自体がアラームを出さずに異

常動作す るという場合 もままあるからであ る.そ こでやは り最終的なアプ リケーシ ョンである画

像その もの を監視す る必要がある.そ のためには,伝 送 リンク上の各地点か ら監視情報 を集め る

必要があるが,そ の とき使用す る監視用 回線が電話回線程度の低速であって も,如 何 に高精度な

監視 を実現するかが重要 となる.そ こで筆者 らは,ス ペ ク トル拡散 と直交変換 を映像 に適用 して

その係数 を少数だけ抽出伝送する方式 を考案 し,こ の 目的を達す ることが出来た.こ の方式 を第



6章 では提案する.

さらに第7章 と第8章 では,次 の時代 に予想 されるさらなる高能率画像圧縮伝 送の需要に こた

えるため,従 来のブロックベースの符号化 にとらわれない,次 世代符号化のための検討 を行 う.

具体的には,領 域分割符号化 に注 目し,領 域分割 を,レ ー ト歪みの観点か ら最適化す る枠組みを

提 案する.領 域分割符 号化 の検討は従来 より行 われているが,領 域形状 を表現するための情報

量がネックとな り,符 号化効率の点 で絵柄が単純 な画像 に しか適用で きない とい う欠点が あっ

た.ま た,MPEG-4に もVOP(Video Object Plane)の 考 え方が導入 されてい るが,こ れは符

号化効率 とい う観点か らでは無 く,映 像 をオブジェク トの集 まりとして捉 えることで,検 索や

CG(Computer Graphics)と の融合 などの応用 を想定 してい るもの と言 える.本 研 究では,領 域

分割符号化は現在主流のブロックベース符号化 に比べ,物 体の形状 に従 って符号化 を行 うという

点で大 きな潜在 力があ る と考 え,あ えてこの潜 在力を引 き出す ための方式 を考案するこ とを試

み,結 果 としてそれに成功 した.発 生情報量(形 状,動 ベ ク トル,テ クスチ ャ)を 考慮 に入れな

が ら領域分割 を行 うために動的計画法 を適用,計 算量 を抑えつつ最適領域分割 を実施す ることが

で きるようになった.

最後 に,第9章 において,本 研究 を総括 し今後の展望 について論 じる.

以上の各章のつなが りを図1.2に 示す.

図1.2:本 論文の各章のつ なが り
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第2章

テレビ伝送のディジタル化での技術的要請と本研究の対

象

本章では,現 在のデ ィジタルテ レビ伝送の枠組み と本研究 の対象 について,よ り詳細 に述べ る.

図2.1と 図2ポ2に,テ レビの国際中継伝送 と国内中継伝送の一例 を示す.

(1) ヨーロ ッパか らのスポーツ中継伝送の場合(図2.1).中 継現場では,様 々な競技 の模様 を

同時 に複数のカメラで撮影 していることがある.ま た,そ の場で編集 を してVTRか ら送信

される映像 もある.そ こで,同 時に複数回線の映像が,現 場から国内中継伝送路 を通って,

現地のテレビ中継セ ンタに行 く.そ こか ら,様 々な国へ,そ れぞれ予約 されている伝送をす

るために,ス イッチ ング処理が行われる.日 本への衛星伝送の場合,そ の後,衛 星中継所 ま

で送 られ,そ こか らインテルサ ッ トイン ド洋衛星 を介 して 日本の山口衛星通信 所で受信す

る.受 信信号 は国内中継路 を介 して通信会社のテレビ中継センタへ送 られる.テ レビ中継 セ

ンタでは伝送予約をしている各放送事業者向けに,そ れぞれから要求 されているチ ャンネル

を伝送するため にスイ ッチング処理が行 われる.そ して,ロ ーカル中継路 によ り各放送事業

者に向け伝送が行われる.放 送事業者は,そ のまま生 中継で もしくは録画編集を加えた後,

放送 を行 う.放 送局では,た とえ生 中継であって も,テ ロップをは じめ様 々な映像加工 を加

えるため,ベ ースバ ン ド信号処理が現状では必須である.そ のため通信会社か ら放送事業者

へ の受 け渡 しはMPEG-2TSで はな くベースバ ン ドで行われることが多い.

ヨーロッパか ら日本へ衛星中継ではなく光海底 ケーブル経 由で送 る場合,現 地テ レビ中継

セ ンタでスイ ッチング処理の後,光 海底 ケーブル海岸局 まで伝送 され る.こ の ときには ヨー

ロッパ内伝送路が使用 され,衛 星やマイクロ波 もしくは光ケーブルが使用 される.海 岸局か

ら,大 西洋光海底ケーブルを介 して米国東海岸 に伝送 される.米 国東海岸からは,米 国内通

信会社によ り,光 伝送路 もしくは衛星中継に より,西 海岸まで伝送 され,更 に海岸局 に送 ら

れる.そ こか ら太平洋光海底ケーブル1万 キロの伝送の後,日 本の海岸局を経 由 して通信会

社 のテ レビセ ンタに送 られる.そ の後は上記 と同 じである.

MPEG-2に よる圧縮伝送 は,現 地通信会社 のテレビセ ンタでのスイ ッチ ング後,日 本 ま

での区間で行われる他,現 地スタジアムか ら現地テ レビセンタまでの間で も長距離 の場合使

用 され うる.こ の際,ス イッチング処理前後で コーデッ クのタンデム接続(デ コー ド ・再エ

ンコー ド)と なることがある.ま た,日 本国内伝送部分 において も,衛 星受信の直後 に一旦

デ コー ドし,国 内伝送路 を通すために再エ ンコー ドしなければな らない場合 もあ りうる.

テレビ方式変換 については,通 常受信側の国で行 うことになっている.山 口衛星通信所で

変換後,国 内伝送 を行 う場合 と,MPEG-2TSの まま東京のテレビセンタまで伝 送 し,そ

こで変換 後,各 放送局 に配信する場合がある.前 者 は,従 来国内回線が アナログNTSC専

用であった時代の名残であ り,近 年は後者の割合が多 くなっている.太 平洋光海底 ケーブル



経由の場合は後者 となる.

信頼性向上のため,現 地通信会社のテレビセ ンタか ら日本の通信会社 のテ レビセンタまで

は,冗 長構成がとられるのが普通である.例 えば,光 海底ケーブルを2経 路使用する2重 化

や,光 海底ケーブル経 由線 とイン ド洋衛星経由線での2重 化が構成 される.伝 送路 のみ なら

ず,コ ーデックなどの伝送装置 まで含めて現用 ・予備構成が とられることが多い.

以上の ように多 くの地点 を経由 して くるため,最 終的に放送事業者 に渡る映像が万一乱 れ

ていた場合,そ の障害発生地点 をす ぐに特定することは容易ではない.そ こで,日 本の通信

会社が海外 に拠点 を持 っている場合 には,各 中継拠点 には,MPEG-2TSの ままの伝送 に

備 え,モ ニ タ用 デコーダが配置 されてお り,各 種伝送装置の遠隔状態監視やTS信 号形式 の

チェックのみならず,実 際の画像 でも確認がで きるようになっている.特 に他国の通信会社

の伝 送担 当区間内で障害が発生 した結果ブラック信号 になって受け渡 されて きた場合,そ の

下流の伝送機器 は特 にアラームも出さずその まま通 して しまうため,映 像の中身で しか障害

発生地点 の確認の しようがな くなる.

(2) 国内の地方で行 われているスポーツの中継伝 送の場合(図2.2).ま ず スタジアムか ら通信

会社 のビルまで,ロ ーカル伝送路 を通 って信号 が伝送 される.こ の際,光 ケーブルが利用 で

きる場合 もあれば,従 来の アナログNTSC伝 送 しか利用で きない場合 もある.現 地通信会

社 ビルからは,MPEG-2圧 縮 により国内伝送路 を介 して,東 京のテレビセンタに送 られ,

そこでMPEG-2デ コー ドを行い,放 送事業者へ はローカル光伝送路 によ り非圧縮 ディジタ

ル信号が送 られる.放 送事業者は,そ の まま生中継 で もしくは録画編集を加 えた後,放 送 を

行 う.

信頼性のため,ス タジアムか ら現地通信会社 ビル,現 地通信会社 ビルから東京のテ レビセ

ンタ,テ レビセンタか ら放送事業者 までのいずれの区間で も完全冗長2重 化構成が とられる

こ とが多 い.

この場合の映像監視 ポイン トとしては,現 地スタジアム,現 地通信会社 ビル,東 京テ レビ

センタ,放 送局 となる.

この ように中継元か ら放送局を介 して家庭でテレビが受信 されるまでには,様 々な要素が関係

して くるが,こ の うち本研究で検討の対象 とす るのは,放 送局 までの中継部分,中 で も,テ レビ

方式変換 と,2重 化系の無瞬断化,各 拠点での伝送信号 の遠隔監視(特 にベースバ ン ド映像の監

視)に ついてである.さ らに,次 世代 の映像伝送のための高能率画像圧縮方式の需要の高 ま りに

備 え,そ のための基本方式検討 も行 う.高 信頼伝送のためには2重 化のみな らず3重 化 を要求 さ

れることもあ り,伝 送容量の観点か らも画質 を保 ったまま更なる高圧縮 を可能 とす る次世代圧縮

方式に対する期待 は高い.

画 質 の客観 評価 方式 の枠 組 み ここで,本 論文 にお け る重 要 なテーマ の ひ とつ で あ る画 質監視 の

ため,ベ ースバ ン ドの デ ィジ タル映 像 の客観 画質評 価 の枠 組み につい て,現 状 をま とめ てお く.

2000年5月 に,ITU-Tに お いて,J.143:"User requirements for objective perceptual video qual-

ity measurements in digital cable television"[1]が 勧 告 化 され た.こ の文 書 は,客 観 映像 品 質評価

に関 す るユ ーザ ー要求 条件 をま とめ てい る.そ の中 で,客 観 画 質評 価 の枠 組 と して,次 の3種 類 が

挙 げ てあ る.

(1) Full Reference(FR):原 画 と受信 画 を直接 比較

(2) No Reference(NR):受 信 画 のみ で評 価

(3) Reduced Reference(RR):原 画 の特徴量 を抽 出伝送 し受信 側 と比 較

これ らの概 念 図 を図2.3に 示 す.



図2.1:テ レビの国際 中継伝送の例

図2.2:テ レビの国 内 中継 伝 送 の例



図2.3:FR,NR,RR法 の概 念 図

(1)FR方 式

FR方 式 は,系 へ の入力画 と出力画 を比 較 し,人 間の主観評価 となるべ く相 関の高 い

手法 を確 立 す るため に,画 質評 価の 国際的 な専 門家 グル ープVideo Quality Experts

Group(VQEG)[2]な どで検討が進め られている[3,4].VQEGの フェーズIの 活動 では,

PSNR1を 有意 に上回るような客観評価尺度は見出 されなかった[3].し か しフェーズIIに お

いては,2003年4月 のITU-TSG9会 合への入力文書 によると,検討 したうち2方 式 でPSN

Rを 有意 に上回った とされてい る.

FR方 式 は,2001年3月 に,ITU-Tに お い てJ.144:"Objective perceptual video quality

measurement techniques for digital cable television in the presence of a full reference"と

して勧告 化 されて い る[5]が,こ れ はフ ェーズIで 検討 された8方 式 を併 記 す る形 態 を採 って

お り,今 後 の研 究 開発 の進展 に よ る改訂 が期 待 され てい る(2003年4月 のITU-T SG9会 合

にお いて,FRフ ェー ズIIの 上 記 結果 を踏 ま えた改訂 案 が出 されて い る).

本論 文 で検討 してい る実伝 送 に舟おいて は,受 信 側 で原 画 を使用 す る こ とはで きな い ため,

FR法 は枠 組 み と しては不適 当であ る とい える.

(2) NR方 式

NRは,主 観 評価 実験 にお け る一重刺 激 法[6]と 同様,出 力 画 のみ か らな るべ く主観 評価 値

に近い値 を自動 で得 られ る ようにす るべ く,検 討 が な されてい る.し か しなが らNRに は,映

像 フ リー ズ障害 と静 止画 を ど う判 別 す るか な ど,本 質的 に難 しい問題 が あ り,テ レ ビ中継 の

運用 監視 な どに実用 す る には,誤 警報 の問題 な ど,ま だ改 善の余 地が 大 きい.

(3) RR方 式
一方
,RRは,入 力画に関す る特徴量などの情報 を,映 像本線 に比べ小 容量の回線 を用いて,

受信側 に伝送 し,そ れ らと受信画 像を用いて,画 質評価 をする枠組である[7,8].FRとNR

1PSNR=10log
10(2552/MSE)こ こ にMSEは,b(x,y)を 原 画像(8ビ ッ ト表現),bp(x,y)を その処理画像

としてMSE=(1/N)Σ(x,y){b(x,y)-bp(x,y)}2で 表 される(和 はシーケンス全体で とる.Nは 全 画素数).



の 中間の位置付 けである.NRに 比べ て正確 な判定が期待で きる と共に,FRの よ うに原画そ

の ものは必要 としない.従 ってテレビ中継の運用監視 などには適 した形態であるといえる.

RR方 式で使用 されるべ き特徴量 としては,従 来,文 献[9]に あるANSI規 格の ような もの

が提案 されている2.し か しなが ら,具 体的な評価尺度はまだ確立 してお らず,今 後のVQE

Gな どでの検討が待たれている.
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